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※ 当社は2021年１０月１日設立のため、十六FG連結の2021年 
3月期以前の計数は、参考として十六銀行を親会社とする十六
銀行連結を記載しています。 
 

※ 当資料に記載されている業績見通しなどの将来に関する記述は、
当社が現在入手している情報および合理的と判断する一定の 
前提に基づいており、実際の業績などは様々な要因により大き
く異なる可能性があります。 



第Ⅰ部 2021年度 決算 



（単位：億円）

2020/3
2021/3

A
2022/3

B
前期比
B－A

連結コア業務粗利益 705 712 782 70

資金利益 518 505 543 38

役務取引等利益 158 155 171 16

その他業務利益（除く国債等債券損益） 29 51 67 16

経費 484 474 460 △ 14

うち人件費 267 255 247 △ 8

うち物件費 187 188 183 △ 5

連結コア業務純益 220 238 321 83

国債等債券損益 8 0 △ 108 △１０８

連結実質業務純益 229 239 213 △ 26

与信関係費用 41 42 28 △ 14

株式等関係損益 2 45 65 20

経常利益 194 246 267 21

親会社株主に帰属する当期純利益 128 147 171 24

十六ＦＧ連結

 連結決算サマリー 

  連結コア業務粗利益 

  経費 

  連結コア業務純益 

資金利益、役務取引等利益などの
伸長により前期比+70億円 

  親会社株主に帰属する 
  当期純利益 

4 
（※）当社は2021年１０月１日設立のため、十六FG連結の2021年3月期以前の計数は、参考として十六銀行を親会社とする十六銀行連結を記載しています。 

人件費、物件費ともに減少し、  
前期比△１４億円 

連結コア業務粗利益の増加と経費
の減少により、前期比＋８３億円
と大幅に増加 

１ 

２ 

３ 

４ 

  【連結】経常利益 

5 

【連結】経常利益は、前期比＋２１
億円、親会社株主に帰属する当期
純利益は、前期比＋２４億円と  
４期連続の増益 

１ 

２ 

３ 

４ 

5 

十六ＦＧ連結 

連結コア業務粗利益は、資金利益、役務取引等利益、その他業務利益（除く国債等債券損益）のすべてが増加し、前期比＋７０億円
の７８２億円となりました。 

【連結】経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益は、4期連続の増益となりました。 
 



（単位：億円）

2020/3
2021/3

A
2022/3

B
前期比
B－A

コア業務粗利益 626 622 684 62

資金利益 519 508 545 37

役務取引等利益 106 98 111 13

その他業務利益（除く国債等債券損益） 1 15 26 11

経費 421 407 394 △ 13

うち人件費 223 209 195 △ 14

うち物件費 170 170 171 1

コア業務純益 205 215 289 74

国債等債券損益 8 0 △ 108 △ 108

実質業務純益 214 215 180 △ 35

与信関係費用 35 41 25 △ 16

株式等関係損益 1 45 67 22

経常利益 185 225 245 20

当期純利益 127 141 173 32

十六銀行単体

 【ご参考】十六銀行単体決算サマリー 

5 

  コア業務粗利益 

  経費 

  コア業務純益 

資金利益、役務取引等利益などの
伸長により前期比+62億円 

人件費が減少し、前期比△１３億円 

コア業務粗利益の増加と経費の 
減少により、過去最高の２８９億円 

  経常利益 

経常利益は、前期比＋20億円、
当期純利益は、前期比＋32億円
と5期連続の増益 

１ 

２ 

３ 

４ 

5   当期純利益 

１ 

２ 

３ 

４ 

5 

十六銀行単体 

コア業務粗利益は、資金利益、役務取引等利益、その他業務利益（除く国債等債券損益）のすべてが増加し、前期比＋６２億円の  
６８４億円となりました。 

コア業務純益は、過去最高の２８９億円となりました。 
経常利益、当期純利益は、５期連続の増益となりました。 
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グループ会社別 
トップラインと非金利収益 

十六銀行 

68,４０１ 

十六 
信用保証 

2,5６１ 

十六 
総合研究所 

３０１ 

十六 
ＴＴ証券 

2,88５ 

十六電算
デジタル
サービス 

49５ 

十六 
ビジネス 
サービス 

431 

２０２２年3月期 

十六ＦＧ連結 

78,265 

（相殺後） 

十六リース 

2,48６ 

十六カード 

1,99９ 

十六ＦＧ 

3,6４５ 

NOBUNAGA 
キャピタル 
ビレッジ 

5９ 

（単位：百万円） 

＜ご参考＞ 
2021年３月期 
十六銀行連結 

71,290 

前期比＋6,９７５ 

 グループシナジーの最大化による収益力の向上 

うち 

非金利収益 

２３，８９５ うち 

非金利収益 

２０，７５１ 

前期比＋3,１４４ 

 
 新たなグループ体制のもと、グループシナジー

の最大化により、トップライン、とりわけ「非金
利収益」が拡大。 
 

 非金利収益比率は、第１次経営計画にて掲げる 
２０２２年度の計数目標「３０％」を前倒しで達成。 
 

十六ＦＧ連結 

非金利収益比率 
３０．５３％ 

グループシナジーの最大化により、トップライン（コア業務粗利益）、とりわけ「非金利収益」が拡大しました。 
 



 連結コア業務純益 

238 

321 

200

250

300

350

21/3 22/3

（億円) 

V:残高要因  R:利回り要因 

貸出金 
利息 
△4 

 
V:+6 

R:△10 
 

連結コア業務純益の増減要因・推移 

705 712 
782 

484 474 460 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

20/3 21/3 22/3

連結コア業務粗利益 経費 （億円) 連結コア業務粗利益・経費の推移 

トップライン+70億円 経費+1４億円 

+８３ 

十六FG連結 20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

連結コア業務粗利益 ７０５ ７１２ ７８２ ７０ 

資金利益 ５１８ ５０５ ５４３ ３８ 

役務取引等利益 １５８ １５５ １７１ １６ 

その他業務利益（※） ２９ ５１ ６７ １６ 

経費 4８４ ４７４ ４６０ △１４ 

連結コア業務純益 2２０ ２３８ ３２１ ８３ 

(※)国債等債券損益を除く 

2２0億円 2３８億円 
３２１億円 

（連結コア業務純益） 

約8割 約2割 

（単位：億円） 

113 

162 

220 
238 

321 

0

50

100

150

200

250

300

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（億円) 
連結コア業務純益 
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十六ＦＧ連結 

預金等 
利息 
+1 

 
V:△０ 
R:+1 

 

有価証券 
利息 
+22 

 
Ｖ：+11 
Ｒ：+10 

その他 
資金利益 

+19 

役務取引 
等利益 
+1６ 

その他 
業務利益 

+16 

物件費 
+５ 

人権費 
+8 

連結コア業務純益は、連結コア業務粗利益の増加および経費の減少から、前期比＋８３億円の３２１億円となりました。 



 経費・修正ＯＨＲ 

 修正OHR 

267 255 247 

187 188 183 

28 30 29 

484 474 460 

0

100

200

300

400

500

20/3 21/3 22/3

（億円) 

人件費 物件費 税金 

 経費 

20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

十
六
Ｆ
Ｇ
連
結 

経費 484 474 460 △14 

人件費 267 255 247 △8 

物件費 187 188 183 △５ 

税金 28 30 29 △１ 

十
六
銀
行
単
体 

経費 421 407 ３９４ △１３ 

人件費 ２２３ ２０９ １９５ △１４ 

物件費 １７０ １７０ １７１ １ 

税金 ２６ ２７ ２７ ０ 

（単位：億円、％） 

（単位：億円） 

20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

十
六
Ｆ
Ｇ
連
結 

コア業務粗利益 ７０５ 712 782 ７０ 

経費 484 474 460 △１４ 

修正ＯＨＲ 68.69 66.51 58.87 △7.64 

十
六
銀
行
単
体 

コア業務粗利益 626 622 684 62 

経費 421 407 394 △13 

修正ＯＨＲ 67.18 65.38 57.70 △7.68 

8 

223 209 195 

170 170 171 

26 27 27 

421 407 394 

0

100

200

300

400

500

20/3 21/3 22/3

（億円) 

人件費 物件費 税金 

十六ＦＧ連結 十六銀行単体 

82.49  
75.19  

68.69  
66.51  

58.87  

83.86  

75.04  

67.18  
65.38  

57.70  

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

(%) 

修正OHR(十六FG連結) 

修正ＯＨＲ(十六銀行単体) 

十六銀行単体 十六ＦＧ連結 

FGへの経営指導料７億円が増加の要因 

修正ＯＨＲは、十六ＦＧ連結で前期比７.６4ポイント改善の5８.８７％、十六銀行単体で前期比７.６８ポイント改善の５７.７０％となり、
ともに地方銀行上位の水準である５０％台となりました。 



 資金利益・貸出金 

資金利益の内訳 

円貨貸出金平残・平均利回り 

42,923  

44,111  
44,896  

0.889 0.867 0.846 

-1.000

-0.800

-0.600

-0.400

-0.200

0.000

0.200

0.400

0.600

0.800

1.000

1.200

1.400

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

20/3 21/3 22/3

（億円) 

円貨貸出金平残 円貨貸出金平均利回り 

△0.02２ △0.0２1 

十六銀行単体 20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

資金利益 519 508 ５４５ ３７ 

円貨資金利益 ４７５ ４６５ ４９４ ２９ 

円貨預貸金利息収支 376 379 ３７８ △１ 

円貨有価証券利息配当金 96 82 ９５ １３ 

円貨預け金利息 ２ ３ ２０ １７ 

外貨資金利益 43 42 ５０ ８ 

十六銀行単体 20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

円貨貸出金平残 42,923 44,111 ４４，８９６ ７８５ 

円貨貸出金平均利回り 0.889 0.867 ０．８４６ △０．０２１ 

（単位：億円） 

376 379 378 

96 82 95 
2 3 

20 
43 42 

50 
519 508 

545 

0

100

200

300

400

500

600

20/3 21/3 22/3

（億円) 

外貨資金利益 円貨預け金利息 

円貨有価証券利息配当金 円貨預貸金利息収支 

（単位：億円、％） 

9 

十六銀行単体 

（％） 

資金利益は、円貨資金利益、外貨資金利益がともに増加したことから、前期比＋３７億円の545億円となりました。 
円貨貸出金平残は、前期比＋７８５億円の4兆4,8９６億円となり、堅調に推移しました。 



 役務取引等利益 

50 44 
61 

17 19 

20 

38 
35 

29 

106 
98 

111 

0

50

100

150

200

20/3 21/3 22/3

（億円) 
預り資産関連 法人ソリューション関連 その他 

29 

＜十六TT証券＞ 預り資産関連収益 

役務取引等利益の内訳 

法人ソリューション関連収益 

839  
1,068  1,119  

330  

252  236  140  

272  174  
439  

367  513  
1,749  

1,960  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

20/3 21/3 22/3

ビジネスマッチング手数料 

M&A手数料 

私募債手数料 

シ・ローン手数料+コミットメントフィー等 

（百万円) 

33 

12 

2019年6月～ 
営業開始 

十六銀行単体 20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

十六銀行 106 98 １１１ １３ 

預り資産関連 50 44 ６１ 17 

法人ソリューション関連 17 19 ２０ 1 

その他 38 35 ２９ △６ 

十六ＴＴ証券 12 29 ３３ ４ 

十六銀行 ＋ 十六TT証券 118 １２８ １４５ １７ 

十六銀行単体 20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
B－A 

法人ソリューション関連収益 1,749 1,960 2,044 84 

シ・ローン手数料+ 
コミットメントフィー等 

839 1,068 1,119 51 

私募債手数料 330 252 236 △16 

M&A手数料 140 272 174 △９８ 

ビジネスマッチング手数料 439 367 513 １４６ 

（単位：億円） 

（単位：百万円） 

10 

十六銀行単体 

役務取引等利益は、前期比＋13億円の１１１億円となりました。 
預り資産関連が前期比＋17億円、十六TT証券においても前期比＋４億円と大幅に増加しました。 

2,044 



 有価証券 

552 

869 
857 

17  

△ 3 

△ 72 
△ 3 △ 27 

△ 95 

565  

837  
689  

△ 200 

0

200

400

600

800

1,000

20/3 21/3 22/3

（億円) 株式 債券 その他 

有価証券評価損益 

6.16 
6.82 6.67 

4.71 

5.84 

4.84 

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

20/3 21/3 22/3

円貨債券 外貨債券 
債券デュレーション 

（年） 

(※)デリバティブ除く。円貨債券はその他保有目的、満期保有目的を含む。 

十六銀行単体 20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

株式 ５５２ ８６９ ８５７ △１２ 

債券 １７ △３ △７２ △６９ 

その他 △3 △27 △９５ △６８ 

外債 ４２ △２８ △６４ △３６ 

投資信託 △４６ ０ △３１ △３１ 

合計 565 83７ ６８９ △１４８ 

十六銀行単体 20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

円貨債券 ６.１６ 6.82 6.67 △0.15 

外貨債券 ４.７１ 5.84 4.84 △1.00 

（単位：億円） 
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（単位：年） 

十六銀行単体 

政策投資株式 

十六銀行単体 18/3 19/3 20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

政策投資株式（簿価） 549 542 527 503 478 △25 

（単位：億円） 
883 

549 542 527 503 478 

200

300

400

500

600

700

800

900

09/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（億円) 
政策投資株式（簿価） 

・・・ 

有価証券評価損益は、全体で６８９億円の評価益となっています。 
政策投資株式は、継続的な縮減に取り組んでおり、前期比△２５億円の４７８億円となりました。 



 与信関係費用・不良債権残高 

2 
8  9  

33  
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25  

0

10

20

30

40

50

20/3 21/3 22/3

（億円) 一般貸倒引当金繰入額 不良債権処理額 

与信関係費用 

125 121 112 

482 544 552 

20 
27 22 628 

692 687 

1.41 
1.51 1.48 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

0

200

400

600

800

20/3 21/3 22/3

（億円） 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 危険債権 

要管理債権 総与信に占める割合 

（単位：億円） 

十六銀行単体 20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

①一般貸倒引当金繰入額 2 8 9 1 

②不良債権処理額 33 33 15 △18 

うち個別貸倒引当金繰入額 29 3０ 1４ △1６ 

③貸倒引当金戻入益 - - - - 

④償却債権取立益 0 0 - 0 

与信関係費用①+②－③－④ 35 41 25 △１６ 

十六銀行単体 20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

破産更生債権及びこれらに 
準ずる債権 

12５ 121 １１２ △9 

危険債権 482 54４ ５５２ 8 

要管理債権 2０ 2７ ２２ △５ 

合計 62８ 69２ ６８７ △５ 

総与信に占める割合 1.41 1.51 １．４８ △0.03 

不良債権残高 
（単位：億円、%） 

（％） 
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(※)新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機として、十六銀行で貸倒引当金の見積  
   り方法を変更しており、変更しなかった場合に比べ、一般貸倒引当金が１０億円増加 
   しています。 

十六銀行単体 

与信関係費用は、倒産等が低い水準で推移していることから、前期比△１６億円の２５億円となりました。 
不良債権比率は、前期比０．０３ポイント改善の１．４８％となりました。 



 非金利収益比率・顧客向けサービス業務利益 

顧客向けサービス業務利益 

△ 30 

36 

72 
82 

114 

△ 40 

△ 20 

0

20

40

60

80

100

120

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（億円) 顧客向けサービス業務利益＝貸出金平残×預貸金粗利鞘+役務取引等利益－営業経費 

非金利収益比率(※) 

94  92  
107  

114  

138  

158  157  187  207  238  

16.31  15.62  
17.11  

18.38  
20.29  

24.50  24.04  
26.53  

29.10  
30.53  

(20.0)

(15.0)

(10.0)

(5.0)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0

50

100

150

200

250

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（%) 
（億円) 

非金利収益(十六銀行単体) 非金利収益(十六FG連結) 

非金利収益比率(十六銀行単体) 非金利収益比率（十六FG連結) 

(※)コア業務粗利益のうち、「役務取引等利益」および「国債等債券損益を除いたその他 
   業務利益」が占める割合 

十六銀行単体 20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

顧客向けサービス業務利益 ７２ ８２ １１４ 32 

貸出金平残 
×預貸金粗利鞘 

３８６ ３８４ ３８１ △３ 

預貸金粗利鞘 0.891 0.864 0.844 △０．０２０ 

役務取引等利益 １０６ ９８ １１１ １3 

営業経費 ４２０ ４００ ３７８ △２２ 

20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

十
六
F
G
 

連
結
 

非金利収益 187 ２０７ ２３８ 31 

非金利収益比率 26.53 29.10 30.53 1.43 

十
六
銀
行 

単
体 

非金利収益 107 114 138 24 

非金利収益比率 17.11 18.38 20.29 1.91 

（単位：億円、％） 

（単位:億円、％） 

+32 
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十六ＦＧ連結 十六銀行単体 

連結非金利収益比率は、前期比1.43ポイント上昇の30.53%となり、経営計画の計数目標である30％を上回りました。 
顧客向けサービス業務利益は、前期比＋３２億円の114億円となり、１００億円を上回りました。 



19/3 20/3 21/3 22/3 

年間配当 70円 80円 90円 120円 

中
間 

普通配当 35円 35円 35円 50円 

期
末 

普通配当 35円 35円 45円 50円 

その他 
10円 

(特別配当) 
10円 

(記念配当) 
20円 

(記念配当) 

 自己資本比率・株主還元 

9.27  

9.93  

10.52  

8.71  

9.35  9.34  

7.00

8.00

9.00

10.00

11.00

20/3 21/3 22/3

(%) 

自己資本比率(十六FG連結) 
自己資本比率(十六銀行単体) 

自己資本比率 

配当金額 

2,615  
2,989  

3,363  

４，４５３  

1,111  

24.5 
23.2 22.8 

32.3 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

19/3 20/3 21/3 22/3

（％） 

(百万円) 
配当金総額 自己株式取得額 総還元性向（連結） 

（※）持株会社化に伴い、十六銀行から十六フィナンシャルグループへ、子会社株式等の
現物配当134億円、臨時配当37億円を実施したため十六銀行単体の自己資本比
率は低下しました。 

20/3 
21/3 

Ａ 
22/3 

Ｂ 
増減 
Ｂ－Ａ 

十六ＦＧ連結 9.27 9.93 10.52 0.59 

十六銀行単体 8.71 9.35 9.34 △0.01 

（単位：％） 

特別配当 

記念配当 

(※)2022/3の中間配当以前は十六銀行が実施 

〇十六フィナンシャルグループの株主還元方針 
 財務体質の一層の向上に留意しつつ、安定的な配当を継続することを基本方針とすると
ともに、経営環境や利益水準などを総合的に勘案し、総還元性向25％以上を目安として
還元内容を決定してまいります。 
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記念配当 

十六ＦＧ連結 十六銀行単体 

連結自己資本比率は10.52％、単体自己資本比率は9.34％となりました。 
持株会社体制への移行が完了したことを踏まえ、普通配当５０円に記念配当２０円を増配し、期末配当金を７０円としました。 



 業績予想・配当予想 

（単位：億円）

2022/3

（実　績）

2023/3

（予　想）
前期比

コア業務純益 289 237 △ 52

実質業務純益 180 230 50

与信関係費用 25 45 20

経常利益 245 232 △ 13

当期純利益 173 165 △ 8

十六銀行単体

15 

27  

19  17  
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45  
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21/3 22/3 23/3

（億円) 
与信関係費用（中間） 与信関係費用（通期） 

(予想) 

（単位：億円）

2022/3

（実　績）

2023/3

（予　想）
前期比

連結コア業務粗利益 782 724 △ 58

資金利益 543 496 △ 47

役務取引等利益 171 175 4

その他業務利益(除く国債等債券損益) 67 53 △ 14

経費 460 459 △ 1

うち人件費 247 246 △ 1

うち物件費 183 183 0

連結コア業務純益 321 265 △ 56

経常利益 267 255 △ 12

親会社株主に帰属する当期純利益 171 175 4

十六FG連結

十六銀行単体 

十六ＦＧ連結 十六銀行単体 

35 50  50  

55  

70  70  

90 

120 120 

0

50
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21/3 22/3 23/3

（円) 中間 期末 

業績予想 

配当予想 

(予想) 

【ご参考】 

202３年3月期の親会社株主に帰属する当期純利益は、前期比＋4億円の1７5億円を見込んでいます。 
配当は、普通配当にて中間50円、期末７０円の年間１２０円の予想としています。 

21/3 22/3 
23/3 
（予想） 

年間配当 
90円 

（うち普通配当増配10円） 
（うち記念配当10円） 

120円 
（うち記念配当20円） 

１２０円 

中間 35円 50円 ５０円 

期末 
５５円 

（うち普通配当増配１０円） 
（うち記念配当１０円） 

７０円 
（うち記念配当20円） 

７０円 



第Ⅱ部 サステナビリティへの取組み 



 サステナビリティへの取組みの高度化 

   サステナビリティを巡る課題への適切な対応の実現を目的に組織改正を実施 

 十六フィナンシャルグループ 
    「グループ営業統括部」内に「サステナビリティ統括室」を新設 

 十六銀行  
    「地域創生部」内の「ＳＤＧｓ推進室」を昇格させ、「営業支援本部」内に「サステナビリティ推進部」 
   として新設（部内に「ＳＤＧｓ推進グループ」を設置） 

③ サステナビリティ会議の設置 

② 組織改正の実施 

① サステナビリティ方針の策定 

   サステナビリティの推進と中長期的な企業価値向上のため、サステナビリティ方針を策定 

   気候変動をはじめとするサステナビリティへの取組みを重要な経営課題と認識し、適切に対応す 
   るため、取締役社長を議長とする「サステナビリティ会議」を設置 

   気候変動を含むサステナビリティに関する取組方針の策定、目標の設定・取組状況の確認といっ 
   た重要事項について審議し、その結果を経営戦略やリスク管理へ反映 

   取締役会へ定期的に報告し、適切に監督される体制を整備 

サステナビリティ方針 

十六フィナンシャルグループは、サステナビリティへの取組みを重要な経営課題と認識しています。 
気候変動をはじめとするさまざまな社会課題の解決に本業である「地域総合金融サービス業」を通じて取り組み、グループ経
営理念である「お客さま・地域の成長と豊かさの実現」に貢献するとともに、当社グループの持続的な成長と企業価値の向上
を目指してまいります。 

取締役会 

グループ経営会議 

サステナビリティ会議 
 

議長：取締役社長 

サステナビリティ統括室 

グループ各社 

グループ 
企画統括部 

グループ 
管理統括部 

グループ 
リスク統括部 

グループ 
営業統括部 

報告 統括 

報告 指示 

報告 監督 

 (※)サステナビリティの定義 
    お客さま・地域の成長と豊かさを実現できる社会を創り、将来の世代に引き継ぐこと  

サステナビリティ経営体制 

17 

サステナビリティの推進と中長期的な企業価値向上に向けて、「サステナビリティ方針」を策定しました。 
サステナビリティへの取組みを高度化させるべく、組織改正を実施するとともに「サステナビリティ会議」を設置しました。 
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私たちの使命 

ともに地域の未来を創造し、 
ともに持続的な成長を遂げる 

総合金融グループ 

お客さま・地域の成長と豊かさの実現 

私たちのめざす姿 

ＡＣＴＩＶＩＴＩＥＳ 
企業活動 

ＩＮＰＵＴ 
活用する資本 

ＯＵＴＣＯＭＥ 
提供する価値 

お客さま 

地域社会 

従業員 

株主・ 
投資家 

環境 

人的資本 

知的資本 

社会関係 
資本 

自然資本 

財務資本 

SDGs 
達成へ貢献 

 多様な人材 
 従業員が活躍できる 
  組織 
 高度な 
  コンサルティング力 

 
 地域に確立した 
  ブランド 
 ニーズを捉えた 
  グループの商品力 
 業務改革で得た 
  効率経営 

 
 優良かつ強固な 
  お客さま基盤 
 日本のものづくりを 
  支えるマーケット 
 国内外ネットワーク 

 

 
 高い収益力 
 健全な貸出資産 
 充実した自己資本 
 
 

 
 豊かな自然 
 豊富な観光資源 
 生物多様性 

 

 課題解決と 
  最適なソリューション 
 高い利便性 
 豊かさの実現 
 
 
 
 地域経済の発展 
 自治体との連携による

地方創生 
 金融インフラの高度化 

 
 

 一人ひとりの成長 
 ワークライフバランスの

実現 
 ダイバーシティの 
  推進 

 
 企業価値の向上 
 非財務情報を含む 
  情報開示 
 エンゲージメントの 
  推進 

 

 
 気候変動への対応 
 脱炭素社会の実現 
 環境保全 

 

外部
環境 

     市場規模の縮小  ：  人口減少   少子高齢化   企業数の減少   産業構造の変化 
     ビジネスモデルの転換 ：  マイナス金利政策の長期化   キャッシュレスの進展   異業種の参入    
     社会の変化 ：  気候変動への対策   新型コロナウイルス対応   銀行法の規制緩和 

コーポレート・ガバナンス 
リスク管理   コンプライアンス  

 価値創造プロセス 
企業活動を通じてあらゆるステークホルダーへ価値を提供し、ＳＤＧｓ達成への貢献を目指します。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境・社会課題 抽出・特定 

十六フィナンシャルグループの経営理念、グループ連携、
地域特性を踏まえ、優先して取り組む課題を抽出・特定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

重点課題 （マテリアリティ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

優先して取り組む課題 

地域経済の活性化 

地域社会の持続的発展 

多様な人材の活躍推進 

環境保全と気候変動対策 

ガバナンスの高度化 

十六フィナンシャルグループの発足に合わせ、「十六フィナンシャルグループＳＤＧｓ宣言」を制定するとともに、５つの重点課題 
（マテリアリティ）を設定しました。 

 重点課題（マテリアリティ）の設定 
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経 

営 

（ 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

） 

事 

業 

（ 

ビ
ジ
ネ
ス 

）  

取組施策 

地域経済の担い手を育成する創業・新規事業支援 

地域企業の成長に資する本業支援・経営承継支援 

豊かな暮らしを実現するための資産形成支援 

快適で魅力あるまちづくり 

地域資源を活用した次世代につながる価値創造 

地域企業や自治体のデジタル化推進 

地域企業の脱炭素経営支援 

環境保全・環境負荷低減への取組み 

気候変動への対応とTCFDに沿った情報開示 

ダイバーシティを強みとする企業風土の醸成 

ワークライフバランスを実現する働き方改革 

多様な人材の成長と挑戦を支える職場づくり 

コーポレートガバナンスの高度化 

 リスク管理・コンプライアンスの強化 

ステークホルダーエンゲージメント 

地域経済の 
活性化 

地域社会の 
持続的発展 

多様な人材の 
活躍推進 

ガバナンスの 
高度化 

重点課題 

環境保全と 
気候変動対策 

 重点課題（マテリアリティ）への取組施策 
５つの重点課題（マテリアリティ）のもと、ＳＤＧｓ宣言に沿った様々な取組みを推進しています。 
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 マテリアリティ ～地域経済の活性化～ 

地域経済の活性化 

幅広い金融サービスの提供により、地域企業の成長や地域経済の活性化に貢献します 

地域経済の担い手を育成する創業・新規事業支援 

豊かな暮らしを実現するための資産形成支援 

 
 

めざす姿 ～VISION～ 

・ NOBUNAGA２１（※）の開催 ※ 民間主導型ベンチャー支援ネットワーク 

・ オープンイノベーション 
・ スタートアップ・ベンチャー投資  
  ⇒ NOBUNAGAキャピタルビレッジ(株)の設立 

・ ビジネス商談会・ビジネスマッチングによる販路拡大支援 
・ 社会課題・環境課題解決への取組支援 
・ 経営承継・M＆A支援 
・ 人材紹介・人事制度コンサルティング  

・ ライフイベントに合わせた資産形成支援 
・ 幅広いラインナップを提供する資産運用相談 
・ 信託商品を活用した相続・資産承継支援 
・ 金融経済教育の実施 

地域企業の成長に資する本業支援・経営承継支援 

サステナブルファイナンス実行額 
（うち環境分野） 

２兆円 
（８,０００億円)  

グループ預り資産残高 ５,５００億円 

 地域VC・CVC投資 

 サステナブルファイナンス 

 経営承継コンサルティング 

 人材紹介 

 資産形成支援 

 グループ預り資産残高 

事業領域の拡大 

取組施策 ～ACTION～ 重点項目 

サステナビリティKPI 
 

 ２０３０年度までの目標 
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 マテリアリティ ～地域社会の持続的発展～ 

地域社会の持続的発展 

地域資源を活用した快適で魅力あるまちづくりや地域のデジタル化推進に取り組みます 

 
 

めざす姿 ～VISION～ 

取組施策 ～ACTION～ 

快適で魅力あるまちづくり 

地域資源を活用した次世代につながる価値創造 

地域企業や自治体のデジタル化推進 

・ まちづくりファンド・PFIへの取組み 
・ リノベーション・再開発支援 
・ 観光地、商店街等のエリアデザインマネジメント 
  ⇒ カンダまちおこし(株)の設立  

・ 幅広いネットワークを活用した産官学連携 
・ 地域資源のブランディング  
・ 観光マーケティング支援 
・ ソーシャルインパクト投資 

・ ITコンサルティングによるソリューション提供 
・ 新たな決済サービスによるキャッシュレス化支援 
・ 行政のデジタル化支援 
  ⇒ 十六電算デジタルサービス(株)の設立  

サステナビリティKPI 
 

 ２０３０年度までの目標 

ソーシャルインパクト投資 ２０億円 

DX支援コンサルティング件数 ３,０００件 

重点項目 

 地域活性化への取組み 

 持続可能な観光地づくり 

 ソーシャルインパクト投資 

 DX支援コンサルティング 

 決済ソリューション 

 キャッシュレス化 

事業領域の拡大 

事業領域の拡大 
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 マテリアリティ ～環境保全と気候変動対策～ 

環境保全と気候変動対策 

脱炭素社会の実現に向けて、環境負荷低減と地域企業の脱炭素支援に取り組みます 

環境保全・環境負荷低減への取組み 

気候変動への対応とTCFDに沿った情報開示 

 
 

・ 脱炭素コンサルティングサービスの提供 
・ 環境関連ファイナンス（投融資・リース）の実施 
・ 再生可能エネルギー事業への支援 
・ 外部連携先を含めた幅広いソリューションの提供 

・ 空調機の更新や店舗等のLED化による電気使用量の削減 
・ CO2フリー電気の導入エリア拡大 
・ ペーパーレス化の推進による紙使用量の削減 
・ 営業車両のHV・EV化  

・ 気候変動に関するガバナンス体制の構築 
・ シナリオ分析の高度化 
・ SCOPE３の測定、削減目標設定への取組み 
・ 情報開示の質と量の充実 

CO2排出量 （２０１３年度比） ５０％削減 

紙使用量 （２０１９年度比） ５０％削減 

 地域企業の脱炭素支援 

 CO2排出量削減 

 紙使用量削減 

 営業車両のHV・EV化 

地域企業の脱炭素経営支援 

めざす姿 ～VISION～ 

取組施策 ～ACTION～ 重点項目 

サステナビリティKPI 
 

 ２０３０年度までの目標 
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 マテリアリティ ～多様な人材の活躍推進～ 

多様な人材の活躍推進 

ダイバーシティや働き方改革を推進し、多様な人材が活躍できる職場づくりに努めます 

ダイバーシティを強みとする企業風土の醸成 

ワークライフバランスを実現する働き方改革 

多様な人材の成長と挑戦を支える職場づくり 

 
 

めざす姿 ～VISION～ 

・ リスキリング研修による職務転換と職域拡大 
・ 管理職への女性の積極的な登用 
・ 制服・佩用章の廃止による意識改革 
・ シニア・障がい者・中途採用の雇用 

・ 健康経営認定取得 
・ 有給休暇取得促進 
・ 男性の育児休業・配偶者出産休暇制度の利用促進 
・ 在宅勤務・時差出勤の活用による多様な働き方 

・ 研修受講機会増加による人的資本への投資拡大 
・ 専門人材の育成と資格取得のサポート 
・ お客さまと信頼関係を構築できる人材の育成 
・ キャリアチャレンジ制度の活用 
 

取組施策 ～ACTION～ 

女性管理職比率 ２０％ 

有給休暇取得率 ８０％ 

重点項目 

 女性管理職の育成 

 有給休暇取得促進 

 男性の育児休業取得促進 

 IT・ＤＸ人材の育成 

サステナビリティKPI 
 

 ２０３０年度までの目標 
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 マテリアリティ ～ガバナンスの高度化～ 

ガバナンスの高度化 

ガバナンスの高度化と適切な情報開示により透明性の高い経営体制の確立に努めます 

コーポレートガバナンスの高度化 

リスク管理・コンプライアンスの強化 

ステークホルダーエンゲージメント 

 
 

めざす姿 ～VISION～ 

・ 取締役会の実効性評価 
・ 内部監査体制の高度化 
・ サステナビリティ経営体制の構築 
・ 役員報酬へのサステナビリティ要素の導入 

・ リスク管理態勢 
・ コンプライアンス態勢 
・ マネー・ローンダリングの防止 
・ 情報セキュリティ 

・ お客さまとのエンゲージメント 
・ 役職員とのエンゲージメント 
・ 地域社会とのエンゲージメント 
・ 株主・投資家とのエンゲージメント 

取組施策 ～ACTION～ 

危機発生時における初動対応
訓練の実施 

年2回以上 

投資家との対話 年10回以上 

重点項目 

 第三者関与による取締役会の実効性評価 

 第三者関与による内部監査体制高度化の評価 

 危機発生時における初動対応訓練の実施 

 投資家との対話 

サステナビリティKPI 
 

 継続的に取り組む目標 
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当社グループでは、「サステナビリティ方針」で公表しているとおり、気候変動をはじめとするサステナビリティへの取組みを、重要な経営課題と認
識しています。また、「十六フィナンシャルグループＳＤＧｓ宣言」では、「環境保全と気候変動対策」を重点課題の一つとしています。 
この課題に適切に対応するため、取締役社長を議長とし、グループ経営会議の構成員、統括部長、サステナビリティ統括室長等により構成される
「サステナビリティ会議」を設置しています。同会議は、原則として３か月に１回以上開催し、気候変動を含むサステナビリティに関する取組方針の
策定、目標の設定および取組状況の確認といった重要事項について審議しており、その結果を経営戦略やリスク管理に反映しています。また、同会
議における審議事項については、取締役会へ年１回以上定期的に報告し、適切に監督される体制を整備しています。 

サステナビリティ経営体制 

ガバナンス 

気候変動がもたらす機会とリスク 
当社グループでは「短期」「中期」「長期」の時間軸を設定し、気候変動に伴うリスクと機会を分析しています。シナリオ分析結果等を活用し、脱炭素
社会に向かうお客さまをサポートする能動的な対話（エンゲージメント）の実施や、サステナブルファイナンス、トランジションファイナンス等の金融
支援の強化により、事業機会の創出やリスク低減につなげていきます。 

戦略 

評価項目 主な機会やリスク 時間軸 

機 
 

会 

資源の効率性 
 お客さまの脱炭素社会への移行を支援する投融資やコンサルティング提供等、ビジネス機会の増加 
 省資源、省エネルギー化による事業コストの低下 
 気候変動に対する適切な取組みと開示による企業価値の向上 
 災害対策のための公共事業やお客さまの設備資金需要の増加 

短期～長期 
短期～長期 
短期～長期 
中期～長期 

エネルギー源 

製品・サービス 

強靭性 

リ 
 

ス 
 

ク 

物理的 
リスク 

急性リスク 
 異常気象の増加・深刻化に伴うお客さまの業績悪化、担保価値の毀損による貸出資産価値の低下 
 当社グループ拠点の被災に伴う業務の中断 

短期～長期 
短期～長期 

慢性リスク  平均気温の上昇、海面上昇に伴うお客さまの業績悪化、担保価値の毀損による貸出資産価値の低下 中期～長期 

移行 
リスク 

政策・法律 

 気候変動に関する規制強化、低炭素技術への投資失敗、消費者行動の変化などに伴うお客さまの業績悪化
による貸出資産価値の低下 

 気候変動問題に対する適切な取組みや開示が他社比劣後することによる企業価値の低下 

中期～長期 
 

短期～長期 

技術 

市場 

評判 

※ 「短期」：５年程度、「中期」：１０年程度、「長期」：３０年程度 
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 TCFD提言に基づく開示 

気候変動に関するリスクが当社グループに及ぼす影響を把握するため、「物理的リスク」「移行リスク」についてシナリオ分析を実施しています。 

物理的リスク 
雨が多い日本では、毎年大雨による河川の氾濫などにより、水害が発生しています。また、近年は、局地的に短時間で激しい雨が降るゲリラ豪雨が
増加傾向にあり、当社営業エリアにおいても大きな被害が発生しています。 
物理的リスクでは、気候変動による大規模洪水の発生頻度の上昇を想定し、「ＲＣＰ８.５シナリオ（４℃シナリオ）」を前提に、岐阜県内において、気候
変動に起因する大規模水害が発生した場合の、与信関係費用への影響を試算したところ、約３１億円の増加が見込まれるという結果となりました。 

移行リスク 
与信エクスポージャーが大きいセクターやＴＣＦＤ提言が推奨するセクター等を対象に定性的な分析を行った結果、当社グループにおいて移行リス
クの影響が大きいセクターとして「電力セクター」「自動車セクター」を選定しました。 
移行リスクでは、「ＲＣＰ２.６シナリオ（２℃シナリオ）」、「ＮＺＥシナリオ（１.５℃シナリオ）」を前提に、炭素税の導入など脱炭素社会への移行に伴う費
用増加や売上高減少、市場の将来動向などを勘案のうえ、与信関係費用への影響を試算したところ、約２２億円の増加が見込まれるという結果と
なりました。 
 

物理的リスク 移行リスク 

シナリオ IPCC／RCP８.５シナリオ （４℃シナリオ） 
IPCC／ＲＣＰ２.６シナリオ （２℃シナリオ） 
IEA／ＮＺＥシナリオ （１.５℃シナリオ） 

リスク事象 大規模水害 脱炭素社会への移行 

分析対象 
岐阜県内の貸出先 
岐阜県内の不動産（建物）担保 
（保証付住宅ローンは除く） 

電力セクター 
自動車セクター 

分析内容 
お客さまの事業停止・停滞に伴う業績悪化 
当社不動産（建物）担保の毀損 

お客さまの費用増加や売上高減少に伴う 
業績悪化 

分析期間 ２０５０年まで ２０５０年まで 

分析結果 与信関係費用増加額 最大約３１億円 与信関係費用増加額 累計約２２億円 

分析結果は、一定の前提条件のもとに試算しています。 
今回の分析範囲においては、当社グループの財務への影響は限定的なものとなりましたが、引き続きシナリオ分析の高度化に努めていきます。 

シナリオ分析 

※ IPCC （Intergoveｒｎmental Panel on Climate Change） ： 気候変動に関する政府間パネル 
※ IEA （International Energy Agency） ： 国際エネルギー機関 
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リスク管理 

当社グループでは、統合的リスク管理の枠組みを整備しており、グループ全体の金融リスクを「信用リスク」、「市場リスク」、「流動性リスク」、「オペ
レーショナル・リスク」に分類のうえ、管理しています。 
気候変動リスクについては、トップリスクの一つと認識し、金融リスクのリスクドライバーであるとの考えのもと、信用リスクやオペレーショナル・リ

スクなどのリスク管理の枠組みで管理していきます。 

 

当社グループでは、「持続可能な社会の形成に向けた投融資方針」を定めています。 

リスク管理の考え方 

投融資方針の策定 

基本方針 

当社グループは、環境・社会的課題解決に向けた取組みを、投融資業務を通じて積極的に支援することにより、お客さまの中長期的な企業価値向上や持続的
成長に寄与するよう努めます。一方、環境・社会に対する重大なリスクまたは負の影響を与える可能性のある投融資については、慎重に判断することで、その
影響を低減・回避するよう努めます。 

特定セクターに対する方針 

石 炭 火 力 発 電 
石炭火力発電所の新設および既存発電設備の拡張を資金使途とする投融資等は行いません。ただし、災害時対応や日本政府のエ
ネルギー政策に沿った案件等を例外的に検討する場合は、慎重に対応します。 

兵 器 
クラスター弾、対人地雷、生物・化学兵器の非人道性を踏まえ、資金使途にかかわらず、こうした兵器を製造する企業に対する投融
資等は行いません。 

森 林 伐 採 
違法な伐採や焼却が行われている事業に対して投融資等を行いません。また、森林伐採を伴う資金使途に対する投融資等について
は、地域経済や環境への影響を考慮したうえで慎重に対応します。 

炭素関連資産 
TCFD提言が定義する炭素関連資産のうち、ユーティリティセクターおよびエネルギーセクター向けの貸出残高が、貸出残高全体に占める割合は 
1.４％となります。その他の炭素関連資産につきましては、対象業種を精査したうえで、今後の開示に向けて検討しています。 
 

十六銀行の貸出残高に占める 
炭素関連資産の割合（２０２２年３月末）        （単位：百万円） 

ユーティリティ エネルギー 合 計 

１.０％ ０.４％ １.４％ 

※ 貸出残高＝貸出金、外国為替、支払承諾等の合計 
※ ユーティリティには、電力、ガス供給セクターを含み、 
  水道、再生可能エネルギー発電セクターを除く 

28 
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指標と目標 

ＣＯ2排出量（ＳＣＯＰＥ１、２） 

ＣＯ２排出量削減目標 

ＣＯ2排出量（ＳＣＯＰＥ３）                        （単位：t-CO2）  

２０２１年度実績 
【カテゴリー６】 出張 ４９  

【カテゴリー７】 雇用者の通勤 ３,１３５  

その他のカテゴリーにつきましては、今後の開示に向けて算出方法を検討していきます。 

２０２１年度は、1１月より十六銀行本店ビルにて
岐阜県産ＣＯ2フリー電気を導入した効果もあり、
前年度比８５２トンの削減となりました。 
これにより、２０２１年度のCO2排出量は、２０１３
年度比▲３４．４％となっています。 

当社グループのエネルギー使用に伴って発生するCO2排出量について、以下の削減目標を設定し、脱炭素社会の実現に向けて取り組んでいきます。 
 
 目 標 ２０３０年度のＣＯ2排出量を２０１３年度比５０％削減し、２０５０年度までにカーボンニュートラルを目指します。 

当社グループでは、お客さまの環境課題の解決に向けた取組みを本業を通じて支援し、脱炭素社会の実現に貢献するため、サステナブルファイナ
ンスの実行額について以下の目標を設定しています。 
 

サステナブルファイナンス実行額目標 

目 標 額 ２兆円 （ うち環境分野 ８,０００億円 ） 

期 間 ９年間 （ ２０２２年度 ～ ２０３０年度 ） 

対 象 投 融 資 等 
 サステナブルファイナンス ： 持続可能な社会の実現に資するＳＤＧｓ ・ ESG への取組みに向けた投融資等 
 環境分野 ： 環境への負荷を軽減する取組みに向けた投融資等 



第Ⅲ部 第１次経営計画の進捗状況 
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グループ体制を軌道に乗せるステージ 
「マーケットインアプローチ戦略」「ＤＸ戦略」「地域コミット戦略」 

３つの戦略をより一層推し進め・深化させることで 

「ビジネスモデルの転換」「持続的な成長基盤を構築」 

2021年10月～2022年3月 2022年4月～2023年3月 

次期経営計画 

2023年4月～ 

2021年１０月～２０２２年３月を「グループ体制を軌道に乗せるステージ」と位置付けて、各種施策に取り組みました。 



カンダ 

まちおこし 

 事業領域の拡大 

十六 
信用保証 

人材紹介・経営支援 

キャッシュレス化対応 

十六 

ビジネス 
サービス 

生産性向上 

十六リース 

設備投資支援 

十六 
TT証券 

資産運用 

NOBUNAGA 

キャピタル 

ビレッジ 

資本支援 
デジタル化支援 

地域創生 

資産形成 

十六カード 

十六銀行 

金融仲介機能 

十六 
総合研究所 

十六電算 

デジタル 

サービス 

2022年4月1日 
新規設立 2022年3月1日 

合弁事業開始 

2021年4月1日 
新規設立 

事業領域の拡大 
グループシナジー 

の最大化 

地域総合金融サービス業へ 

カンダ 
まちおこし 
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「十六電算デジタルサービス」および「カンダまちおこし」は、他業銀行業高度化等会社の認可を取得 

持株会社化に先駆けて設立した「投資専門会社」に加え、「DX会社」「まちづくり会社」を新たに立ち上げ、地域総合金融サービス
業として、計画的かつ迅速に、事業領域の拡大に取り組んでいます。 



 グループ経営体制の確立 

グループストラクチャー 
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持株会社設立前＜2021.9.30＞ 現 在＜202２.４.１時点＞ 

十六FGグループ以外の出資先 (※１) 東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 
                      (※2) 株式会社電算システムホールディングス 
                      (※３) ミュージックセキュリティーズ株式会社 

(※１) 

(※2) 

(※３) 

連結収益力やグループガバナンスの強化を目的として、合弁会社を除くグループ会社各社を、原則として十六フィナンシャルグ
ループまたは十六銀行の１００％子会社とし、グループ経営体制を確立しました。 



9.15 9.08 
9.27 

9.93 

10.52 

 計数目標に対する進捗状況 

計数 
目標 

連結当期純利益（億円） 良好な収益性を確保 

22/3 21/3 20/3 19/3 18/3 

99 106 
128 147 

82.49  

75.19  

68.69  

66.51  

58.87  

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 

連結自己資本比率（％） 高い健全性を維持 

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 

連結非金利収益比率（％） 計数目標に到達 連結ROE（％） 

2.94  
3.05  

3.65  

3.98  

4.36  

年々水準は向上 連結修正OHR（％） 高い効率性を確保 

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 

24.50  
24.04  

26.53  

29.10  

30.53  

計数目標10%以上 

計数目標65%以下 

計数目標30%以上 

長期的に目指す指標5%以上 

計数 
目標 

計数 
目標 

計数 
目標 

長期的に 

目指す指標 

171 

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 

計数目標160億円以上 
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各計数目標を前倒しで達成しており、経営基盤となる収益性・健全性・効率性は着実に向上しています。 



 ソリューション提案力の強化 

 
 
 
 

 
 
 創業期・成長期における取組み 

▶ エクイティ投資等による資金調達支援、ビジネスマッチング等に
よる販路拡大支援 

 安定期における取組み 

▶ リース、資本性資金等調達手段の多様化、人材紹介、キャッシュ
レス対応、デジタル化等 

 成熟期・再生期における取組み 

▶ 銀行営業店と経営承継支援室による案件対応、専門コンサルと
の連携・ハンズオン支援 

 経営戦略  ～マーケットインアプローチ戦略～ 

          企業のライフステージに応じた課題への 
          多様なソリューションの提供 

重点施策 

マーケットインアプローチ戦略 
～課題解決力のさらなる発揮～ 

21 16 

41 
29 28 

60 

0

10

20

30

40

50

60

0

10

20

30

40

50

60

70

20/3 21/3 22/3

採用先数 採用人数 (先） (人） 

247  

258  

265  

230

240

250

260

270

20/3 21/3 22/3

売上高 

（億円） 

302 

356 

376 

280

300

320

340

360

380

20/3 21/3 22/3

相談件数 
(件） 

792  
1,758  

1,595  

4,824  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

21/3 22/3

成約件数 紹介件数 （件） 

 ビジネスマッチングを積極活用し、実
績は大幅に増加 

 十六銀行と十六リースの連携強化に
より、売上高は堅調に増加 

 十六銀行の顧客基盤を活用し、十六
総合研究所との連携により成約件数
は増加 

 オーナーとの対話の深化によりＭ＆Ａ
の相談件数は着実に増加 

 成約件数は直近２年で３１件 

ビジネスマッチング リース売上高 

人材紹介 Ｍ&A 

創業期 
成長期 

安定期 

安定期 
成熟期 
再生期 
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 法人先に対するソリューション提案力向上のための人材を
育成するとともに、銀行の顧客基盤、情報、ネットワークの
活用やグループ各社の連携により、企業のライフステージ
に応じた多様なソリューションを提供する。 

顧客との強固な関係を 
構築できる人材の育成 

研修の充実 
専門 

人材育成 
プログラム 

コミュニケー 
ション 

能力向上 

グループ経営資源の結集によってコンサルティング機能を発揮し、課題解決に向けた多様なソリューションを提供します。 



 対面取引の充実 

▶ 銀証連携による付加価値の高い提案 
▶ お客さまの人生設計に合った長期目線の提案 

 非対面取引ニーズへの対応 

▶ スマホ起点による資産形成、ローンのニーズ喚起 
▶ キャッシュレス取引による利便性向上 

 アライアンスの強化 

▶ ニーズに応じた信託分野、保険分野の拡充 

 
 
 
 

 
 

          生涯取引の実現に向けたコンサルティン 
          グ体制の構築 

 経営戦略  ～マーケットインアプローチ戦略～ 

 十六ＴＴ証券の預り資産残高・証券口
座開設数ともに着実に増加 

 2022 年 4 月 に 名 古 屋 営 業 所 を  
名古屋支店へ昇格 

1,028  

1,700  
1,869  

12,680  

17,354  

19,656  

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

20/3 21/3 22/3

（億円) 
預り資産残高 口座数 

(口座） 

233  

482  

816  

12,377  

16,757  

22,129  

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

200

400

600

800

1,000

20/3 21/3 22/3

（百万円) 掛込額/月 契約先数 (先） 

7,186  

8,923  

9,353  

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

20/3 21/3 22/3

契約件数 
(件） 

 長期目線での資産形成支援により投
資信託の掛込月額は着実に増加 

 スマホなどの非対面チャネルについ
ても積極的に活用 

 分割払いで資産形成が可能な平準
払保険も着実に増加 

13  

54  

16  

104  

0

20

40

60

80

100

120

21/3 22/3

口座開設件数 紹介件数 
(件） 

 資産管理・承継ニーズの高まりから
民事信託士と連携した支援を実施 

 親世代から次の世代への円滑な資産
承継手法として相談件数は増加 

重点施策 
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 グループ連携やアライアンスの拡充、お客さまのニーズに
合わせた最適なチャネルの提供により、生涯取引の実現に
向けたコンサルティング体制の構築をはかる。 

生涯取引の実現に向けたグループベースのコンサルティング体制 

グループ経営資源の結集によってコンサルティング機能を発揮し、課題解決に向けた多様なソリューションを提供します。 

十六ＴＴ証券 民事信託専門家紹介 

積立投資信託 平準払保険 

マーケットインアプローチ戦略 
～課題解決力のさらなる発揮～ 



 経営戦略  ～ＤＸ戦略～  

DX戦略 
～快適性の向上～ 

 ＷＥＢ完結型取引の拡充 

▶ 個人向けアプリの機能拡充による利便性向上 
▶ 法人顧客の入口となるプラットフォームの構築 
▶ 共通手続きプラットフォームによる印鑑レス・ペーパーレス取引

の拡大 

 フリクションレスな機能、サービスの提供 

▶ 店頭タブレット、ＡＩの活用 
▶ ＷＥＢ機能やコンテンツの充実による総合取引の拡充 

 
 
 
 
 
 

 

          ① 非対面チャネルの充実 

 非対面チャネルの充実も推し進め、
個人向け：Ｊダイレクト、法人向け：   
Biz-Ｊダイレクトは伸長 

214  

234  

258  

16,844  

18,149  

18,931  

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

170

190

210

230

250

270

290

20/3 21/3 22/3

（千人) 
Ｊダイレクト（左軸） 

Ｂiz-Ｊダイレクト（右軸） 

（先） 

 お客さまの多様化する資金調達手
法に対応できるようＯＬＴＡと連携し
短期少額の資金繰りを支援 

177 

361 182 

304 

100

150

200

250

300

350

100

150

200

250

300

350

400

21/3 22/3

買取金額 

取扱件数 

(件） (百万円） 

 お客さまの快適性向上と当社の生
産性向上に資する様々な外部企業
とアライアンスを組みデジタル化を
推進 

 2021年11月より、十六銀行の全営
業店の受付窓口でクイックナビを導
入 

 印鑑レス取引や電子サイン、免許証
ＯＣＲ読み取りなどお客さまの利便
性向上とペーパーレス化を推進 

Ｊダイレクト・Ｂｉｚ-Ｊダイレクト アライアンス 

重点施策 
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 グループ内外との情報共有・活用 

▶  オープンＡＰＩによる新たな金融サービスの提供 
▶ データ解析に基づくタイムリーな情報・サービスの提供 
▶ アライアンスによるＩＴコンサルティングの実現 

          ②データ利活用・マスマーケティング 重点施策 

 非対面チャネルの充実により商品・サービスの利便性向上
をはかり、総合取引を拡大する。 

 データを利活用したマーケティングの高度化により、多様
化するニーズに対応する。 

非対面チャネルの充実やデータ利活用によるマスマーケティングに取り組みます。 

クイックナビの導入 じゅうろくクラウドファクタリング 



 業務プロセス改善と経営資源配分の最適化 

▶ ワークフロー、ＷＥＢ会議、帳票電子化等の活用による活動時
間の創出 

▶ 店頭タブレットによる事務時間短縮 
▶ デジタルを活用した後方事務削減と本部集中化 
▶ 事務部門等からＦＡ、グループ会社等成長分野への戦略的人

員配置 

          ① 業務効率化による成長分野への人員  
            創出 

935 

1,749 

1,930 

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

20/3 21/3 22/3

タブレット台数 

（台） 

 快適性・生産性の向上に向けて、タ
ブレットPCの導入を加速 

834 

922 

700

800

900

1,000

21/3 22/3 23/3 

（計画） 

成長分野人員 

1,000 

（人） 

 コンサルティング機能やグループシナ
ジーのさらなる発揮に向け、グループ全
体で成長分野に人材を再配置 

40.0 

54.8 

91.6 

30.0 

31.5 

37.1 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

20/3 21/3 22/3 23/3

融資業務削減 

預金業務削減 

（万時間） 

128.7 

86.3  

70.０ 

 十六銀行の営業店後方事務のバック
レス化を推進 

 23年３月期には17年3月期比で
150万時間の事務時間削減を計画 

 経営戦略  ～ＤＸ戦略～  

成長分野への人員再配置 

重点施策 

150  

ＦＡ・法人営業 
ローン 

十六銀行 

リース営業 十六リース 

カード営業 十六カード 

証券営業 
十六 

ＴＴ証券 

ＤＸ営業 
十六電算デジ
タルサービス 

       クラウド 
      ファンディング 

カンダ 
まちおこし 

 デジタルを活用した業務効率化により経営資源配分の最
適化をはかり、成長分野への人員再配置を行う。 

 ＩＴツール等を活用した働き方改革をすすめ、グループ全体
でデジタル人材の育成に取り組む。 

主
要
な
成
長
分
野 
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 働き方改革と人材育成 

▶ リモートワーク拡大による多様な働き方の実現 
▶ ＩＴツールを活用したリモート営業の拡大 
▶ アライアンスやＩＣＴソリューションを通じたデジタル人材の育成 

 お客さまや地域のデジタル化支援 

▶ アライアンスを活用したお客さまのＤＸ推進 
▶ グループ会社の機能を活用した事業者や地域のキャッシュレス化 

▶ テレワーク・ペーパーレス・タブレット営業等デジタル化ノウハウ
の蓄積 

          ② 働き方改革・デジタル化支援 重点施策 

デジタルを活用した業務効率化により経営資源配分の最適化をはかります。 

タブレットＰＣ 業務量削減 DX戦略 
～生産性の向上～ 

（計画） 
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 十六電算デジタルサービス株式会社の事業開始 

取引先の課題解決に向けたDX推進 

 取引先企業のDX推進に向けたITコンサルティング 
       での本業支援とFintech取り込み 
 多様で快適な決済サービスの提供 
 地域DX推進に向けた地元IT企業とのアライアンス 

DXによる地域創生 

 迅速な商品・サービス開発に向けた取組み 
 ＡＩ／ＲＰＡの持続的開発と実装 
 十六ＦＧグループ全体のＩＴスキル（要員／組織）の向上 

会社概要 

商号 十六電算デジタルサービス株式会社 

事業開始 2022年3月1日 

資本金 360百万円 

株主・出資比率 
株式会社十六フィナンシャルグループ   60% 
株式会社電算システムホールディングス  40% 

十六コンピュータサービス株式会社を電算システムHDとの合弁会社とし、２０２２年３月１日に事業を開始しました。 
合弁事業の開始にあたり、2021年１１月の改正銀行法施行後では初めて、他業銀行業高度化等会社の認可を取得しました。 

十六FGグループのDX力高度化 

 行政デジタル改革と連動した地公体DX化推進 
 税・公金収納業務における高度化 
 医療・教育機関向けDX化推進 

(※)他業銀行業高度化等会社とは、銀行法第52条の23第1項第14号に規定された銀行持株会社の子会社で、2021年11月の銀行法の改正により、銀行業高度化等会社の業務範囲規制が  
   緩和され、改正前の業務に加え、「地域の活性化、産業の生産性の向上その他の持続可能な社会の構築に資する業務」が追加されています。 



受入人数 2名 

当社での役職 
① グループ企画統括部部長（デジタル改革担当） 
② グループデジタル統括室 シニアマネージャー 

受入日 2022年5月1日 

受入形態 出向契約 

 ソフトバンク株式会社とのDX推進の協業 

ソフトバンク株式会社とのDX推進の協業 

協業の目的 

DX推進の具体的内容 

（１） 当社グループのお客さま接点のデジタル化によるロイヤリティ向上 

（２） データ分析・活用による当社グループのマーケティング・プロモーションの高度化 

（３） デジタル技術活用による当社グループの業務の効率化・快適性の向上 

（４） 人事交流によるデジタル分野の人材育成 

（５） オープンイノベーションによる新規ビジネスの創出 

（６） キャッシュレス化・決済分野における協業 

人材の受入れ 

経営計画の一つの柱として「DX戦略」を掲げ、お客さまや地域のデジタル化支援および商品・サービスの快適性・利便性の向上、
当社グループの業務効率化・生産性向上を重点施策として取り組むなか、今回のDX推進の協業により、当社グループおよびソフ
トバンクが有する技術、資産、ノウハウなどを有効に活用し、地域の活性化、地域社会への貢献を目指す。 
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当社グループとソフトバンクが有する技術、資産、ノウハウなどを有効に活用し、地域の活性化、地域社会への貢献を目指します。 
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 経営戦略  ～地域コミット戦略～ 

地域コミット戦略 
～地域のトータルデザイン～ 

 地域ブランドの創出 

▶ 地域産品のブランディング、大都市圏等への発信・ＰＲ 

 地域資源の活用 

▶ 地域資源の再発見、魅力向上策による観光振興等 
▶ 産官学連携による新商品開発支援 

 新事業の創出 

▶  創業支援、地域コミュニティ形成 
▶ アライアンスの拡充やまちづくり会社の設立 

                  ① 地域の魅力向上  

 総合金融グループとして、地域のステークホルダーとの強
固な関係確立や事業領域のさらなる拡大を通じ、地域経
済の発展に資する金融サービスを展開し、地域創生に貢
献していく。 

重点施策 

開催名称 時期 商談回数 商談件数 

ぎふブランド 
大都市圏発信プロジェクト 

2２年3月期 11回 215件 

累計(※) 40回 579件 

 2018年９月より、岐阜県内の事業者と首都圏の有名バイヤー企業との商談の場を提
供する「ぎふブランド首都圏発信プロジェクト商談会」を開催 

 2020年度から、対象を名古屋、関西地域にも拡大した「ぎふブランド大都市圏発信プ
ロジェクト」として、県内の事業者の大都市圏への進出とぎふブランドの創出を支援 

 中心市街地活性化 

▶  再開発事業、ＰＰＰ/ＰＦＩ事業、ファンドなどを通じたまちのにぎ
わい創出、移住定住の促進 

 地公体の業務効率化等の支援 

▶  キャッシュレス対応、公共受託（政策アドバイザー）等 

          ② 地域課題の解決サポート  重点施策 

 十六銀行にて、イラストマップのデジタル化支援を行う株式会社Ｓｔｒｏｌｙと協業を開始 
 デジタルマップ「Ｓｔｒｏｌｙ」のサービス提供により、ペーパーレス化や周遊客のデータ化、

利用者の利便性向上など、地方自治体や地域の事業者のＤＸと、地域の魅力向上によ
る観光振興を支援 

事業領域の拡大によって地域活性化のための中心的役割を発揮します。 

地域資源の活用・地公体支援 

地域ブランドの創出 

産官学連携による新商品開発支援 

 十六銀行にて、地元の16の大学と産学連携協定を締結 
 産学連携を活用した学生との協働により、地域の事業者

の新商品開発を支援 
 また、岐阜大学との産学連携プロジェクトとして、シニア

世代を対象に、生涯現役社会の実現や地域コミュニティ
の活性化を目的に2001年10月より開始した「くるるセ
ミナー」は、2021年１０月に開講２０周年を迎え、延べ  
２万人を超える方が受講 

(※)前身の「ぎふブランド首都圏発信プロジェクト」を含む 



 カンダまちおこし株式会社の設立 

New money 
flow 

 

地域に新しい 

マネーフローを 

創出する 

Social  
Empowerment 

 

社 会 課 題 解 決 を  

支 援 す る  

Area Design/ 
Management 

 

ま ち づ く り ・  

エリアデザイン 

にコミットする 

Basic Industry  
Renovation 

ふるさと納税 
支援事業 

観光マーケティング 
（DMO）支援事業 

リノベーション 
まちづくり事業 

多様な働き方 
支援事業 

ソーシャルインパクト 
投資事業 

基 盤 産 業 の  

構 造 改 革 を  

支 援 す る  

お客さま・地域の 

成長と豊かさの実現 

地域の持続的な成長に向けた責務の遂行および地域創生に貢献するため、２０２２年４月１日に設立しました。 
設立に際し、十六電算デジタルサービスと同様に、他業銀行業高度化等会社の認可を取得しました。 

地域が観光による「稼ぐ力」の最大化
と経済循環の改善を図り、ポストコロ
ナに向けた『持続可能な観光地づくり』
を形成する支援を行います。 

クラウドファンディングの手法を用い
て、地域の課題解決に向けた成長資金
を供給し、新たなマネーフローを創出し
ます。 

まちの拠点となる土地・建物にリノベー
ション等による利活用を行い、産業とコ
ミュニティの再生を通じエリア価値の向
上を図ります。 

ふるさと納税（企業版・個人版）を活用
し、地域の課題解決を目指す地方自治
体と事業者を支援します。 

地域が一体となったプロジェクトや企
業、非営利団体等に対し、課題解決能
力を有する人材を多様な形で繋げ、活
性化を図ります。 

会社概要 

商号 カンダまちおこし株式会社 

設立 2022年４月1日 

資本金 ８０百万円 

株主・出資比率 
株式会社十六フィナンシャルグループ   ９９% 
ミュージックセキュリティーズ株式会社    １％ 
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 経営戦略  ～地域コミット戦略～ 

 環境（Environment） 

▶ 脱炭素社会に向けた取組み、ＣＯ２削減 
▶ 気候変動影響の開示 

 社会（Social） 

▶ グループ拠点におけるお客さまや地域とのつながり 
▶ ダイバーシティ推進、女性活躍、多様な能力を活かす人材育成 

 企業統治（Governance） 

▶  社外の知見を活かした経営 
▶ コンプライアンス体制の充実 

                  ① グループのＳＤＧｓ・地域創生への 
            取組み深化  

 適材適所の人員配置や業務効率化を通じて活動時間を創
出するとともに、ＳＤＧｓ・地域創生への意識向上をはかり、
取組みを深化していく。 

 地元企業を中心とするお取引先や地域とともに、持続可
能な社会の実現に向けて、地域の課題や環境問題などに
取り組んでいく。 

重点施策 

 法人のお客さまのＳＤＧｓ取組み支援 

▶  ＳＤＧｓ経営の導入支援 

 地域のＳＤＧｓ取組み支援 

▶  教育、文化活動、災害対応 

          ② お客さまや地域のＳＤＧｓ取組み           
            支援  

重点施策 

 世界最高峰のビジネススクールＩＭＤで、日本
人として唯一教授に就任されている世界的経
営学者の一條 和生氏をエグゼクティブ・アド
バイザーとして招聘 

 当社役員との定期的なダイアローグ（対話）や
最先端のマネジメントに関する情報提供のほ
か、当社の経営全般に関するアドバイスをい
ただく 

 202０年２月に、女性ならではの目線や感性を
活かし、地域活性化に資する新たな価値提供を
行うことを目的に、女性職員による商品・サービ
ス開発プロジェクトチーム 「Ｊｅｗｅｌｉａ（ジュエリ
ア）」を設立 

 「Ｊｅｗｅｌｉａ」がリリースした、社会で活躍できる特
技や資格を持つ女性と地元企業をマッチングす
るサービス「Skill matching byガラスの靴プ
ロジェクト」が、「令和3年度地方創生に資する金
融機関等の『特徴的な取組事例』」として表彰 

 地域のお客さまの脱炭素に向けた取組みをワンストップで支援するために、脱炭素コンサ
ルティングサービスを提供 

 岐阜県森林公社・木曽三川水源造成公社が保有するオフセット・クレジット（J-VER）を活
用した「カーボン・オフセット」の普及促進に係るプラットフォームを構築 
 
 

 

脱炭素経営に向けたコンサルティング「カーボンニュートラルナビゲーター 
Supported ｂｙ WasteBox」による支援件数（2021年度実績） 

４７件 

岐阜県森林公社・木曽三川水源造成公社が保有するオフセット・クレジット
（Ｊ－ＶＥＲ）の紹介件数（２０２１年度実績） 

２３件 

グループ全役職員にてＳＤＧｓ・地域創生への取組みを深化させます。 

地域企業の脱炭素経営支援 

女性職員による商品・サービス開発プロジェクトチーム「Ｊｅｗｅｌｉａ」 

ＩＭＤ教授 一條 和生氏のエグゼクティブ・アドバイザー就任 

地域コミット戦略 
～地域のトータルデザイン～ 
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 当社グループの成長戦略 

成長戦略としての 

事業拡大 

異業種 協業・合弁 

「異業種協業型」として、信頼関係と相互理解のあるパートナーとの協業や合弁などにより成長を目指します。 

同業種経営統合型 

同業種業務提携型 

異業種協業型 

主な協業・合弁の取組み 

同業種 

経営統合 

業務提携 



動画はこちら 



2021年度決算について 

[202２年３月期 資料編]  

 

2022年6月3日 
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地域経済の現状 
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 岐阜県・愛知県の経済環境 

岐阜県・愛知県の概要 

全国順位 全国順位

面積 2022年 k㎡ 10,621 7 5,173 27

人口（推計） 2020年 千人 1,979 17 7,542 4

県内総生産 2018年 億円 79,207 20 409,372 2

着工新設住宅戸数 2021年 戸 11,364 18 58,940 4

製造品出荷額等 2019年 億円 59,142 20 479,243 1

月間有効求人倍率 2022年3月 倍 1.62 3 1.40 20

岐阜県 愛知県
単位時点

製造品出荷額等推移 

鉱工業生産指数（季節調整済） 住宅着工戸数 
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26.25% 
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9.72% 
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5.81% 

5.69% 

2.23% 

2.08% 
2.21% 

18.31% 

製造業 

卸売業・小売業 

医療・福祉 

宿泊業・飲食サービス業 

建設業 

運輸業・郵便業 

金融・保険業 

不動産・物品賃貸業 

情報・通信 

その他 

 岐阜県・愛知県の経済環境 

景気動向指数（CI一致指数） 消費者物価指数 

岐阜県の産業構造（従業者数別） 愛知県の産業構造（従業者数別） 
（平成28年経済センサス活動調査） （平成28年経済センサス活動調査） 
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経営指標等 



 収支概要/経営指標 （十六FG連結） 

単位 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

　連結業務粗利益 億円 633 377 612 317 656 326 714 355 713 359 674 382 △ 39

　連結コア業務粗利益 億円 683 350 645 310 656 329 705 356 712 345 782 378 70

　資金利益 億円 551 280 487 239 498 251 518 266 505 252 543 266 38

　役務取引等利益 億円 98 46 125 59 140 68 158 77 155 72 171 84 16

　経費 億円 547 277 532 273 494 252 484 243 474 240 460 231 △ 14

　連結実質業務純益 億円 85 99 80 43 162 74 229 111 239 118 213 150 △ 26

　連結コア業務純益 億円 135 72 113 37 162 77 220 113 238 104 321 146 83

　経常利益 億円 145 97 139 72 162 79 194 96 246 118 267 150 21

　親会社株主に帰属する
　当期純利益

億円 100 64 99 49 106 54 128 65 147 75 171 103 24

　与信関係費用 億円 △ 24 14 △ 4 △ 11 23 10 41 19 42 28 28 21 △ 14

　連結自己資本比率
  （国内基準）

％ 9.88 10.35 9.15 9.68 9.08 9.13 9.27 9.18 9.93 9.65 10.52 9.87 0.59

  連結R O E
  ※当期または中間純利益ベース

％ 3.00 3.81 2.94 2.96 3.05 3.15 3.65 3.60 3.98 4.16 4.36 5.18 0.38

　連結修正O H R ％ 80.19 79.33 82.49 88.00 75.19 76.52 68.69 68.31 66.51 69.72 58.87 61.20 △ 7.64

　連結非金利収益比率 ％ 19.28 19.78 24.50 22.85 24.04 23.78 26.53 25.39 29.10 26.88 30.53 29.44 1.43

前期比

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

十六ＦＧ連結 

資料７ 

十六FG連結 

（※）当社は2021年１０月１日設立のため、十六FG連結の2022年3月期中間期以前の計数は、参考として十六銀行を親会社とする十六銀行連結を記載しています。  



 グループ会社の状況 

（単位：億円）

22/3 前期比 22/3 前期比 22/3 前期比 22/3 前期比 22/3 前期比 22/3 前期比 22/3 前期比

　コア業務粗利益 684 62 112 7 28 3 19 △ 1 24 2 25 1 12 0

　経費 394 △ 13 78 3 19 2 16 0 17 0 12 0 12 1

　コア業務純益 289 74 33 4 9 2 3 0 7 2 12 0 0 0

十六信用保証 その他
十六銀行

十六銀行以外の
グループ会社合計 十六リース十六TT証券 十六カード

十六ＦＧ連結 

資料８ 

会社名 業務内容 設立（創業）年月 

株式会社十六銀行 銀行業務 １８７７年１０月 

  十六ビジネスサービス株式会社 事務受託業務 １９７９年１月 

  十六信用保証株式会社 信用保証業務 1979年５月 

株式会社十六総合研究所 経営相談業務、調査・研究業務 2013年６月 

十六TT証券株式会社 金融商品取引業務 ２０１８年４月 

株式会社十六カード クレジットカード業務 １９８２年８月 

十六リース株式会社 リース業務、ベンチャーキャピタル業務 １９７５年３月 

十六電算デジタルサービス株式会社 決済・デジタルソリューション関連業務 １９８５年８月 

NOBUNAGAキャピタルビレッジ株式会社 投資事業有限責任組合（ファンド）の運営および管理業務 ２０２１年４月 

カンダまちおこし株式会社 地域活性化に関するコンサルティング業務、クラウドファンディング業務 ２０２２年４月 

グループ会社一覧 

グループ会社の業績 

（２０２２年４月１日現在） 



 収支概要/経営指標 （十六銀行単体） 

単位 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

　業務粗利益 億円 567 344 548 285 589 293 635 319 623 318 575 332 △ 48

　コア業務粗利益 億円 616 317 581 279 590 296 626 321 622 304 684 329 62

　資金利益 億円 550 280 486 239 498 250 519 267 508 255 545 268 37

　役務取引等利益 億円 56 25 84 38 96 47 106 53 98 45 111 55 13

　経費 億円 511 259 487 252 443 226 421 214 407 207 394 197 △ 13

　実質業務純益 億円 55 84 61 33 146 66 214 105 215 111 180 135 △ 35

　コア業務純益 億円 105 57 93 26 147 69 205 106 215 97 289 131 74

　経常利益 億円 119 86 122 62 146 72 185 91 225 112 245 138 20

　当期純利益 億円 91 61 93 46 99 52 127 65 141 75 173 100 32

　与信関係費用 億円 △ 28 9 △ 5 △ 11 21 8 35 17 41 27 25 19 △ 16

　自己資本比率
 　（国内基準）

％ 9.22 9.64 8.54 9.03 8.49 8.50 8.71 8.59 9.35 9.05 9.34 9.28 △ 0.01

  R O E
  ※当期または中間純利益ベース

％ 2.83 3.70 2.88 2.86 2.99 3.14 3.78 3.77 4.03 4.40 4.83 5.36 0.80

　修正O H R ％ 82.92 81.76 83.86 90.43 75.04 76.54 67.18 66.82 65.38 68.04 57.70 59.90 △ 7.68

　預金等（平残） 億円 54,108 53,857 55,010 55,072 55,507 55,656 56,157 56,035 59,698 59,022 62,066 62,086 2,368

　貸出金（平残） 億円 39,393 39,023 41,231 40,609 42,722 42,354 43,343 43,034 44,464 44,087 45,168 45,109 704

前期比

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

十六銀行単体 

資料９ 

十六銀行単体 



 預金等残高（末残） 

地域別残高の推移 

人格別残高の推移 
（単位：億円）

中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

預金等残高 54,686 54,379 55,237 55,220 55,798 56,038 56,837 56,350 61,378 60,045 62,787 62,314 1,409

36,682 36,204 37,247 36,951 37,702 37,397 38,620 38,014 41,380 40,242 42,853 42,074 1,473

15,467 14,939 15,245 15,325 15,274 15,511 15,430 15,258 17,363 16,791 17,346 17,237 △ 17

2,168 2,896 2,404 2,673 2,459 2,820 2,594 2,721 2,337 2,708 2,324 2,663 △ 13

368 339 340 270 362 308 191 355 296 302 263 338 △ 33金　融

2017/3 2018/3 2019/3

法　人

公　共

2020/3 2021/3 2022/3

前期比

個　人

（単位：億円）

中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

預金等残高 54,686 54,379 55,237 55,220 55,798 56,038 56,837 56,350 61,378 60,045 62,787 62,314 1,409

岐阜県 39,231 39,011 40,168 40,125 40,780 40,904 41,559 41,356 44,850 43,785 46,054 45,609 1,204

愛知県 14,944 14,870 14,667 14,681 14,646 14,754 14,888 14,637 16,190 15,942 16,387 16,372 197

三重県 113 117 111 112 103 110 100 102 104 105 105 104 1

東京・大阪 397 379 289 299 267 268 290 254 233 211 239 227 6

2018/32017/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

前期比

十六銀行単体 

資料１０ 



 貸出金残高（末残） 

消費者ローン残高の推移 

中小企業等貸出残高の推移 

地域別残高の推移 
（単位：億円）

中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

総貸出金残高 40,404 39,661 42,335 41,742 43,327 43,279 43,767 43,345 45,098 44,525 45,504 45,440 406

岐阜県 16,374 16,351 16,620 16,699 16,577 16,749 16,467 16,558 16,829 16,741 16,451 16,869 △ 378

愛知県 19,437 18,625 20,919 20,264 21,774 21,523 22,014 21,750 22,801 22,590 23,274 22,978 473

三重県 243 232 258 254 253 263 244 247 247 254 233 241 △ 14

東京・大阪 4,349 4,452 4,535 4,523 4,722 4,743 5,041 4,788 5,220 4,938 5,545 5,351 325

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

前期比

2018/32017/3

（単位：億円）

中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

中小企業等貸出残高 30,756 29,812 32,638 31,723 33,080 33,000 33,098 32,980 34,461 33,940 34,908 34,490 447

年率(%) 4.82 4.08 6.11 6.41 1.35 4.02 0.05 △ 0.06 4.11 2.91 1.29 1.62

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

前期比

2018/32017/3

（単位：億円）

中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

消費者ローン残高 15,688 15,102 17,222 16,359 18,201 17,680 18,934 18,555 19,705 19,237 20,622 20,159 917

うち住宅ローン 15,434 14,855 16,941 16,087 17,916 17,399 18,639 18,265 19,404 18,948 20,304 19,855 900

岐阜県 5,510 5,415 5,735 5,595 5,870 5,787 5,981 5,924 6,117 6,016 6,278 6,202 161

愛知県 9,791 9,311 11,061 10,351 11,899 11,465 12,513 12,195 13,149 12,788 13,889 13,515 740

三重県 128 125 141 137 145 143 143 144 137 141 136 137 △ 1

その他 2 3 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 0

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

前期比

2018/32017/3

十六銀行単体 

資料１１ 



 業種別貸出金残高 

（単位：百万円）

製造業 669,139 651,969 643,181 655,278 644,928 629,043 607,906 △ 37,022

農業、林業 5,445 6,663 5,133 5,346 5,208 5,170 4,980 △ 228

漁業 2,246 36 36 40 38 13 12 △ 26

鉱業、採石業、砂利採取業 6,420 6,231 6,097 6,047 5,915 5,828 5,840 △ 75

建設業 135,115 125,611 130,253 136,900 146,610 136,245 142,010 △ 4,600

電気・ガス・熱供給・水道業 56,727 55,559 56,467 56,517 56,814 55,374 53,245 △ 3,569

情報通信業 20,440 21,606 20,177 21,954 19,782 19,195 15,005 △ 4,777

運輸業、郵便業 113,797 113,887 113,586 119,315 120,217 115,884 112,726 △ 7,491

卸売業、小売業 324,637 309,494 301,574 306,644 299,786 296,951 281,719 △ 18,067

金融業、保険業 148,849 136,962 141,569 133,904 160,021 172,263 214,153 54,132

不動産業、物品賃貸業 546,246 550,488 549,543 542,077 524,018 510,323 492,800 △ 31,218

学術研究、専門・技術サービス業 20,009 18,754 19,614 21,455 22,887 20,834 21,772 △ 1,115

宿泊業 18,532 18,368 18,737 16,280 15,418 15,503 15,271 △ 147

飲食業 15,045 15,354 14,762 19,652 20,318 19,972 19,541 △ 777

生活関連サービス業、娯楽業 39,884 38,084 37,440 44,601 42,640 42,546 39,439 △ 3,201

教育、学習支援業 5,326 5,369 5,537 6,146 6,818 6,137 6,284 △ 534

医療・福祉 104,838 103,097 100,559 107,900 104,442 101,834 97,458 △ 6,984

その他のサービス 34,222 34,734 33,241 37,494 38,471 36,178 35,907 △ 2,564

地方公共団体 408,468 425,408 437,469 443,993 454,000 482,484 461,543 7,543

その他 1,657,393 1,696,829 1,741,784 1,771,011 1,821,532 1,872,316 1,922,882 101,350

合計 4,332,778 4,334,503 4,376,759 4,452,554 4,509,863 4,544,093 4,550,493 40,630

2019/9 2020/3 2020/9 2021/3 2021/9 2022/3

前期比
（2021/3比）

2019/3

十六銀行単体 

資料１２ 



 個人預り資産 

個人預り資産残高の推移 （単位：億円）

中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

　預金等 36,682 36,204 37,247 36,951 37,702 37,397 38,620 38,014 41,380 40,242 42,853 42,074 1,473

　投資信託 1,656 1,672 1,448 1,594 1,312 1,409 1,044 1,232 1,217 1,125 1,471 1,326 254

　公共債 153 166 214 172 242 251 222 232 178 202 140 149 △ 38

　個人年金保険等 4,952 4,774 5,507 5,218 6,182 5,833 6,678 6,479 6,939 6,782 7,355 7,139 416

　合計 43,444 42,818 44,418 43,937 45,440 44,891 46,565 45,959 49,716 48,353 51,821 50,690 2,105

2018/32017/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3
前期比

36,682  36,951  37,247  37,397  37,702  38,014  38,620  40,242  41,380  42,074  42,853  

1,656  1,594  1,448  1,409  1,312  1,232  1,044  
1,125  

1,217  1,326  1,471  

4,952  5,218  5,507  5,833  6,182  6,479  6,678  
6,782  

6,939  7,139  
7,355  

43,444  43,937  44,418  44,891  45,440  45,959  46,565  
48,353  

49,716  
50,690  

51,821  

0

10,000
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50,000

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9 22/3

（億円） 

 預金等  投資信託  公共債  個人年金保険等 

十六銀行単体 

資料１３ 



 有価証券 

政策投資株式の推移 

有価証券評価損益の推移 

有価証券残高の推移 
（単位：億円）

中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

有価証券残高 13,429 18,593 13,046 13,301 13,505 13,897 12,629 12,815 15,721 14,507 14,596 15,845 △ 1,125

株式 1,380 1,288 1,468 1,456 1,386 1,510 1,310 1,441 1,608 1,423 1,386 1,646 △ 222

債券 9,062 11,259 8,605 9,086 8,043 8,455 7,349 7,188 10,296 9,392 10,272 10,026 △ 24

その他 2,986 6,045 2,972 2,757 4,075 3,931 3,969 4,185 3,817 3,691 2,936 4,172 △ 881

前期比

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

（単位：億円）

中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

有価証券評価損益 670 881 736 757 757 750 565 856 837 759 689 932 △ 148

株式 649 530 745 746 689 794 552 676 869 670 857 931 △ 12

債券 77 264 50 49 59 21 17 74 △ 3 24 △ 72 23 △ 69

その他 △ 55 85 △ 59 △ 37 9 △ 65 △ 3 106 △ 27 64 △ 95 △ 23 △ 68

前期比

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

（単位：億円）

中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

政策投資株式（簿価ベース）残高 551 573 549 551 542 546 527 541 503 511 478 496 △ 25

前期比

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

十六銀行単体 

資料１４ 



0.315 0.311 0.314 0.316 0.327 0.327 0.339 0.344 0.351 0.332 0.355 

0.853 0.829 
0.777 

0.647 0.644 0.642 0.632 
0.587 0.592 0.568 0.571 

1.005 
0.967 0.947 0.943 0.962 0.974 0.976 1.004 1.009 1.005 0.995 

0.000

0.250

0.500

0.750

1.000

1.250

1.500

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9 22/3

大企業 中堅企業 中小企業 

 金利の状況（Ⅰ） 

（%） （%） 

円貨貸出金約定レート（企業規模別・期末月中） 円貨貸出金約定レート（地域別・期末月中） 

　　　　　（単位：億円）

2019/3 2019/9 2020/3 2020/9 2021/3 2021/9 2022/3

末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比 末残 構成比

変動金利貸出 24,858 58.0% 24,963 58.2% 25,191 58.1% 24,977 56.5% 25,093 56.0% 25,383 56.2% 25,728 56.8% 635

事業性〔公共含〕 14,389 33.5% 14,019 32.7% 13,693 31.6% 12,943 29.3% 12,354 27.6% 11,971 26.5% 11,689 25.8% △ 665

（うち、短プラベース） 9,430 22.0% 9,252 21.6% 8,983 20.7% 8,582 19.4% 8,177 18.3% 7,826 17.3% 7,720 17.0% △ 457

（うち、市場金利ベース） 4,959 11.6% 4,767 11.1% 4,710 10.9% 4,361 9.9% 4,177 9.3% 4,145 9.2% 3,969 8.8% △ 208

個人ローン 10,469 24.4% 10,944 25.5% 11,498 26.5% 12,034 27.2% 12,739 28.4% 13,412 29.7% 14,038 31.0% 1,299

固定金利貸出 17,902 41.7% 17,837 41.6% 18,053 41.6% 19,112 43.2% 19,593 43.7% 19,677 43.6% 19,467 43.0% △ 126

事業性 10,169 23.7% 10,225 23.8% 10,616 24.5% 11,909 26.9% 12,627 28.2% 12,929 28.6% 12,882 28.4% 255

個人ローン 7,733 18.0% 7,612 17.7% 7,437 17.2% 7,203 16.3% 6,967 15.6% 6,748 14.9% 6,584 14.5% △ 383

その他（総合口座等） 130 0.3% 125 0.3% 117 0.3% 101 0.2% 99 0.2% 95 0.2% 89 0.2% △ 10

合計 42,891 100.0% 42,925 100.0% 43,361 100.0% 44,190 100.0% 44,785 100.0% 45,155 100.0% 45,283 100.0% 498

前期比
（２０２１/３比）

1.172  
1.133  

1.099 1.069  1.051  1.040  1.012  1.007 0.982 0.985 0.973 

0.943  
0.900  0.885 0.862  0.857  0.851  0.840  0.839 0.830 0.814 0.800  

0.000

0.250

0.500

0.750

1.000

1.250

1.500

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9 22/3

岐阜県 愛知県 

十六銀行単体 

円貨貸出金の構成比（金利別） 

資料１５ 



 金利の状況（Ⅱ） 

（%） 

円貨預貸金粗利鞘（月中約定）の推移 

0.996 
0.960 0.935 0.914 0.903 0.896 0.877 0.875 0.859 0.848 0.836 

0.031 0.028 0.022 0.018 0.014 0.012 0.010 0.006 0.004 0.003 0.003 

0.965 
0.932 0.913 0.896 0.889 0.884 0.867 0.869 0.855 0.845 0.833 

0.000

0.250

0.500

0.750

1.000

1.250

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9 22/3

円貨貸出金 円貨預金 円貨粗利鞘 

十六銀行単体 

資料１６ 

利鞘 
（単位：%）

中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

　資金運用利回 （A） 1.01 1.03 0.90 0.88 0.92 0.93 0.93 0.97 0.82 0.85 0.74 0.82 △ 0.08

貸出金利回 （B） 1.04 1.07 0.96 0.97 0.92 0.93 0.90 0.90 0.87 0.87 0.84 0.85 △ 0.03

有価証券利回 1.05 1.06 0.90 0.81 1.05 1.08 1.20 1.32 0.87 0.95 0.94 0.96 0.07

　資金調達原価 （C） 0.95 0.97 0.91 0.94 0.82 0.85 0.75 0.77 0.63 0.66 0.51 0.55 △ 0.12

預金等原価 （D） 0.98 1.00 0.91 0.94 0.81 0.83 0.76 0.77 0.68 0.70 0.63 0.63 △ 0.05

預金等利回 0.04 0.04 0.02 0.03 0.01 0.02 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

経費率 0.94 0.96 0.88 0.91 0.79 0.81 0.75 0.76 0.68 0.70 0.63 0.63 △ 0.05

　預貸金利鞘 （B）-（D） 0.06 0.07 0.05 0.03 0.11 0.10 0.14 0.13 0.19 0.17 0.21 0.22 0.02

　総資金利鞘 （A）-（C） 0.06 0.06 △ 0.01 △ 0.06 0.10 0.08 0.18 0.20 0.19 0.19 0.23 0.27 0.04

2020/3 2021/3 2022/3
前期比

2017/3 2018/3 2019/3



 統合リスク管理の状況 十六銀行単体 

資料１７ 

統合リスク管理 

　

2,500億円

2,000億円

1,500億円

1,000億円

500億円
627億円

コア資本
2,851億円
(2022年3月末)

リスク資本
1,832億円
(2022年度上期）

コア資本

2,851億円

220億円

1,377億円

130億円

配賦可能資本
（コア資本－
一般貸倒
引当金

－留保分）

2,161億円

信用リスク
保有期間1年 信頼水準99%

市場リスク
保有期間

債券・株式等 6か月
預貸金等 6か月

トレーディング 10営業日
信頼水準99%

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ・ﾘｽｸ
バーゼル粗利益配分手法

配賦可能資本
2,161億円
(2022年3月末)

（参考）足元のリスク量
845億円
(2022年3月)

124億円

94億円

105億円

政策投資株式リスク
保有期間 6か月

信頼水準 99%

0億円

ストレスシナリオ
1,838億円
(2022年度上期)

238億円

1,476億円

一般貸倒引当金76億円

未配賦資本 155億円
＋バッファー 174億円

124億円

評価益が政策株式ＶａＲを上
回っており、リスク量はゼロ

※評価益≧０のとき
リスク量＝ＶａＲ－評価益
（最小値「０」）

評価益＜０のとき
リスク量＝ＶａＲ＋評価損

ストレス時余力

323億円

未使用
リスク資本
987億円

政策株式
評価益
846億円

政策株式
ＶａＲ
424億円

0億円

留保分
（自己資本比率２%相当額）
614億円



 金融再生法開示債権残高/保全状況 

不良債権額の推移（金融再生法ベース） 

（億円） 

（単位：億円）

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9 22/3

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 146 144 145 150 141 141 126 132 121 107 112

危険債権 590 580 504 487 481 480 482 514 544 561 552

要管理債権 68 36 38 31 24 22 21 30 27 29 23

合計 804 760 687 668 646 642 629 677 693 697 687

総与信に占める割合 1.97% 1.80% 1.60% 1.52% 1.46% 1.45% 1.41% 1.49% 1.51% 1.50% 1.48%

開示債権に対するカバー率 83.50% 82.56% 83.60% 84.95% 86.50% 85.84% 84.61% 86.39% 85.25% 84.00% 83.70%

146  144  145  150  141  141  126  132  121  107  112  

590  580  
504  487  481  480  482  514  544  561  552  

68  
36  
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十六銀行単体 
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 格付遷移の状況（先数ベース） 

（単位：先）

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9 22/3

1,236 1,870 1,147 1,718 1,019 1,491 1,025 1,335 776 1,285 1,262

934 1,246 987 1,261 1,047 1,300 1,028 1,592 1,608 1,788 959 

72 91 81 90 97 91 83 83 85 67 60 

230 533 79 367 △ 125 100 △ 86 △ 340 △ 917 △ 570 243

格上げ

格下げ

デフォルト

増減
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533  

79  

367  
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100  

△ 86 
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十六銀行単体 
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 格付遷移の状況（残高ベース） 

（単位：億円）

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9 22/3

1,590 3,322 1,511 2,728 1,441 2,375 1,404 1,937 952 1,931 1,876

1,223 1,697 1,152 2,271 1,544 2,220 1,450 2,809 2,405 3,055 1,140 

43 72 31 46 50 59 61 71 61 48 57 

325 1,552 328 410 △ 153 95 △ 107 △ 943 △ 1,514 △ 1,172 679

格上げ

格下げ

デフォルト

増減
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328  410  

△ 153 
95 
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△ 943 

△ 1,514 
△ 1,172 
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十六銀行単体 
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 店舗ネットワーク（202２年３月3１日現在） 

店舗数 （うち出張所） 仮想店舗 

岐阜県 10３ (11) 3 

愛知県 53 (1) - 

三重県 1 - - 

大阪府 1 - - 

東京都 1 - - 

合計 1５９ (12) 3 

ATM種類 岐阜県 愛知県 合計 

十六銀行 438 169 607 

セブン銀行 235 1,262 1,497 

イーネット 121 682 803 

イオン銀行 114 432 546 

ローソン銀行 172 606 778 

合計 1,080 3,151 4,231 

店舗数 

岐阜県・愛知県のATM台数 

十六銀行単体 

資料2１ 



本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。 
こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、経営を取り巻く環境の変化などによるリスクや
不確実性を内包しておりますことにご留意ください。 
 
 
 
                      【お問い合わせ先】 
                       十六フィナンシャルグループ グループ企画統括部   
                        ＴＥＬ 
                        ＦＡＸ ： 058-262-2531 
                                         E-mail : 16kouhou@juroku.co.jp  

： 058-266-2511 


